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エネルギー基本計画
の見直しに向けて
＋ワタシのミライ
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2023年⇒2024年
• 2022年G7会合
「2035年までに電力部門の大部分を脱炭素化」

• 2023年IPCC第6次統合報告書
「気温上昇を1.5℃までに抑えるために、
2035年までに全世界で温室効果ガス60%削減(2019年比)が必要

• 2023年7月「人類史上もっとも高い気温」を記録

• 2023年8月、国連子どもの権利委員会一般意見26
「気候変動対策をしないことは子どもの権利に関わる」

• 2023年COP28
化石燃料からの脱却を合意
2030年までに世界で再エネを3倍、省エネ改善率を2倍に

気候危機の時代、早急に省エネ・再エネへ



エネルギー基本計画とは
• 2002年 エネルギー政策基本法制定

12条に、エネルギー基本計画策定について規定。
・・・少なくとも三年ごとに、エネルギー基本計画に検討を加
え、必要があると認めるときには、これを変更しなければならな
い。

• 2003年 エネルギー基本計画

• 2007年 第二次

• 2010年 第三次

• 2014年 第四次

• 2018年 第五次

• 2021年 第六次

• 2024年 第七次議論
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2011年「基本問題委員会」
2012年夏「エネルギー・環境に関する国民的議論

• パブリックコメントだけでなく様々な手法に
よる議論

• 「国民の過半は原発をゼロにしていくことを
望む」とまとめられる

2012 年9月「エネルギー環境戦略」
• 2030年代の原発ゼロを明記

第四次以降の議論で無視されている



委員構成

16名



第6次エネルギー基本計画の概要と課題

• 2050年カーボンニュートラル、2030年温室効果ガス46%削減
をめざす。

• そのために、あらゆる選択肢を追求。

• 再エネは主力電源として最大限進める。

• 原子力は必要な規模を持続的に活用。

• 水素・アンモニア、CCUSは社会実装を進める。

• イノベーションが不可欠。

1.5℃目標、先進国の
責任として不十分

省エネ・再エネに集中
すべき

これまでの体制の維持

原発推進の明瞭化
原発事故の過小評価

化石燃料を温存する
不確実、無駄な投資

となる恐れ



日本の発電の現状

「エネルギー白書2023」より

再エネ
約21％

原子力
6～7％

ＬＮＧ
約34％

石炭
約31％



１．水素・アンモニアは化石燃料から製造



１．水素・アンモニアは化石燃料から製造



２．水素・アンモニア発電のコスト

１）高コストが課題
新たな燃料であるなどの理由で、当面は既存燃料よりも割高であり、需要家による大規模・安定調達に向けた展望が見込めず、大規模商
用サプライチェーンの整備への投資の予見性が見込めないといった課題がある。（経済産業省資料「水素・アンモニアを取り巻く現状と
今後の検討の方向性」より）



碧南火力発電所（JERA）

• 88万トンの石炭を
約1か月で燃焼させる。

• 5号機で3月から
アンモニア混焼実証
予定。（20%）

• 合計310万kWのうち
5号機は100万kW
碧南火力全体で見れば、
6－7％にすぎない。



水素・アンモニア発電は切り札ではない

• 現状非常に高コストで、将来のコスト低下も不確実。

• 商用化に向けた技術的課題も大きい。

• 化石燃料の大量消費構造を温存し、
分散型の再エネ社会への移行と逆行する。

グレーなのに「クリーン」？水素・アンモニアは脱炭素の切り札にはならない（FoE Japan）
https://foejapan.org/issue/20221007/9411/ -



CCS：現在の想定規模と現実との圧倒的な差

• 苫小牧の実証事業は、3年間で30万トンを圧入。
• 「CCS長期ロードマップ」圧入井50万トン（仮定）で240～480本。



GX基本方針（2023年2月）、GX推進戦略（同7月）
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GX基本方針と原子力政策の転換

第6次エネ基までは・・
• 「原子力依存度をできる限り低減」

• 「新増設・リプレースなし」
• 運転期間は原則40年、1回に限り20年延長が可能

2023年ＧＸ基本方針
• 「エネルギー基本計画を踏まえて活用」

• 炉規法からの「40年運転ルール」削除、60年超容認
• 次世代革新炉によるリプレース
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原子力市民委員会
2024年1月発行



ワタシのミライは、エネ基に対して以下求めます
（意見書の要望事項案）

1. 気候・エネルギー政策の見直しは、審議会および意思決定過程に若い世代を含
む多様な立場の市民を参加させ、民主的で透明なプロセスで行うこと。

2. 2030年の温室効果ガス排出削減目標は、1.5℃目標やCOP28の合意に整合し、
先進国としての責任を果たすよう引き上げること。加えて、2035年に向けた
新たな野心的な削減目標を設定すること。

3. G7で合意されている「2035年までに電源のほとんどを脱炭素化する」目標を、
原子力には頼らず省エネと再エネで実現すること。

4. 原子力の再稼働と運転延長をやめ、新増設・リプレースや新型炉の開発は中止
すること。既存の原発も期限を定めて廃止すること。

5. 実用化が不確実で環境・社会影響が懸念される化石燃料関連新技術（水素・ア
ンモニア、CCS等）には頼らずに、化石燃料自体からの脱却をめざすこと。



19
9.18「ワタシのミライ」パレード 写真：Daiki  Tateyama

「再エネを増やして、ホンキの気候変動対策を」
https://act.350.org/sign/watashinomirai/



「ワタシのミライ」賛同団体募集中！！

• エネ基に向けた働きかけやアクション
（意見書の提出、集会、勉強会、パブコメなど）

• 幅広い分野の社会運動とつながり仲間を広げるアクション
（FFFとの連携、9月のイベント、SNSアクションなど）

• 地元の議員に話しかけるアクション
（気候変動の話、再エネの話など）

写真：Daiki Tateyama



再エネ社会
どうやってつくる？
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まずは、最大限省エネ
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これまでの延長線
の活動量想定

省エネ・効率化は
もっとできる

コロナ禍での現
実を踏まえれ
ば？

活動量（生産量や輸送量）

発想の
転換

効
率

再
エ
ネ
へ

• 生産量・消費量の縮小

•消費のあり方の見直し
（目的は果たし、エネルギーは減らす）

• 無駄の削減、効率化

システム・チェンジ
（社会のあり方の転換）
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参考：「レポート2030」 (green-recovery-japan.org) 2021年2月



再エネのポテンシャルは現在の発電量の1～2倍
（環境省調査）

2030年
約3割削減、
7000～7500億kWh目指
すとすれば

低位
ケース

環境省
ポテンシャル報告書



住宅用等太陽光発電

• 環境省：再生可能エネルギー情報提供システム [REPOS(リーポス)] 
「再生可能エネルギー導入ポテンシャル」
http://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/22.html



公共系等太陽光発電



屋根上などに対する施策 エネ基
関連資料

（2030）新築戸建住宅
の
６割に太陽光発電設置
（2050）導入が合理的な

住宅・建築物には太陽光
発電導入が一般的に



めざすのは「コミュニティパワー」

コミュニティパワーの三原則

•地域の利害関係者がプロジェクトの大半もしくはすべてを所有している
•プロジェクトの意思決定はコミュニティに基礎をおく組織によって
おこなわれる

•社会的・経済的便益の多数もしくはすべては地域に分配される

※ うち少なくとも2つを満たすプロジェクトは 「コミュニティ・パワー」として定義される

（出典：世界風力エネルギー協会コミュニティ・パワー・ワーキング・グループ）
環境エネルギー政策研究所ウェブサイトより
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地域の人々がオーナーシップをもって進める自然エネルギーの取り組み。



電力システム改革と電力自由化

29
「電力システム改革専門委員会報告書」
2013年2月

・需給計画・系統計画の取りまとめ
・広域的な需給バランス調整

・新規電源の接続の受付や系統情報
の公開 など

2015年4月

2012年2月 検討開始

2013年4月 閣議決定

2016年4月 小売全面自由化

2020年 送配電部門の法的分離



改革は途上ー大手電力と新電力の間にある不均衡

30
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電力自由化、どこまで進んだ？

31大手電力のシェアは、95%⇒約80%に

新電力のシェアの推移
（経済産業省資料）



電力システム改革とエネルギー政策
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発電・送配電・小売

垂直統合

地域独占

総括原価
方式

原発前提

分社化

電力自由化

価格競争

再エネ増
原発

経済性なし

エネルギー基本計画

原発「事業環境整備」
廃炉費用等の託送料金回収
容量市場など新市場

電力システム改革
再エネ促進政策

従来 改革後



再エネが増えると・・

⇒燃料費の高い火力発電の電気は売れなくなる

⇒電力価格も全体に低下

価格

価格

出典：電力システム改革貫徹のための政策小委員会資料に加筆



電力自由化の負の側面＝「安い」石炭火力新設
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• 2012年以降の新規計画は50基（うち17基中止、33 基は運
転開始）
横須賀、神戸、仙台では訴訟も

• 背景は
電力自由化での「安い
電源」確保

• 投資リスク、気候変動リスク

運転開始...赤
建設中...オレンジ
アセス中...黄色
計画中（将来計画を含む） ...黒
運転中止もしくは廃止...緑

出典：気候ネットワーク石炭
発電所新設ウォッチ
http://sekitan.jp/plant-map/v

参考）Japan Beyond Coal
https://beyond-coal.jp/



長期的な対策ー構造を変える

• 変動する再エネを中心とした電力需給システムへ

eシフト「STOP! 原発・石炭火力を温存する新たな電力市場ーリーフレット」
http://e-shift.org/?p=3827



電力量
（MW)

太陽光

陸上風力

洋上風力

揚水発電 石炭、褐炭

バイオマス

水力

ガス

https://www.energy-charts.info/ドイツの電力需給状況

2023年は
再エネ発電
約55%

2024年2月

2023年5月



日本、九州電力エリアの電力需給状況

2023年5月 ISEPエネルギーチャート



2024年、システム改革検証
パワーシフトからも意見提出

①小売全面自由化
大手電力独占の解体を

②市場機能の活用
公正な競争環境を

③送配電の広域化・中立化
所有権分離を行い
公平・中立な運営を

④供給力確保策
再エネ最優先の電力システムへ



パワーシフト・キャンペーンとは

https://power-shift.org/



パワーシフトと
市民電力
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市民の再エネ

困窮者支援

これらの連携により
様々な人が相互に作用する
お互い様の関係をつくる

過疎化、高齢化な
ど地域の課題解決

オルタナティブ農業
不耕起栽培

ソーラーシェアリング

断熱DIY

パワーシフト

交流・混じり合い
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